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「社会機能の全国分散を実現する議員連盟」 趣意書  

新型コロナウイルスによる混乱は、今まで長年に亘って培われてきた全ての社会機能を見直す大きな

機会を与えてくれた。「ピンチはチャンス」、「災い転じて福となす」の言葉を実践していくことが次世

代への責務でもある。今回の新型コロナウイルスの脅威は、将来予想される首都直下地震や東南海地震

のような自然災害だけではなく、「感染症」に対しても過密リスクを避けた分散型国づくりが必要であ

ることを我々に示唆した。 

 かつて１９９１年に「国会等の移転に関する法律」を成立させ衆参国会に「国会等移転に関する特別

委員会」も設置し、１９９９年には「移転候補地」の答申もだされた。しかし実現することなく「凍

結」された。その理由は移転候補地に指定された３地域のみが盛り上がり国家１００年の計という基本

理念を外れて単なる誘致合戦に陥り、候補地以外は全く関心を示さなかった。これは大きな教訓だ。 

 

 すべての機能を一地域に集中させたことにより、戦後日本の復興・成長過程では大きな効果をもたら

したが、一方ではその結果大きなリスクをも生んでしまったことだ。社会機能には、行政・立法・司

法・経済・金融・研究・教育など数多くが存在する。これらの機能を、自然災害や感染災害などあらゆ

るリスクに対し致命傷を避けるために、分散型社会システムを作り上げていくことは最も大切な基本的

政策だ。「国土強靭化基本政策」もこの考え方に基づくものだ。 

 

 ここで、強調したいのは、首都を丸ごと東京から移転するという従来の発想ではなく、それぞれの地域に役割分

担してもらい、代替性の役割も同時に果たすという発想だ。過密に悩む首都圏東京にとっても福音である。

満員電車による通勤は心身とも疲弊し、労働生産性低下にも影響を与えている。欧米では経済機能一つ

を見ても、大企業本社が大都市に集中せずに、各地に分散されているのが現実だ。かつて国会移転の議

論がなされた時には想像もしなかった最先端のオンライン技術（5G,6G）の実用化が着々と進められて

いる。そして新型コロナ対策の一環としてテレワークが一気に進展した。 

今こそ社会全体の機能分散について多角的見地から研究しその実現のためのグランドデザインを作る

ことを目的として、下記を立ち上げます。議員各位のご参加をお願いします。 
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